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^ 入札に必要な書類の提出方法及び受領期限
{ 提出方法 書留郵便（親展）により提出
すること。

| 受領期限 平成25年10月７日14時
_ 開札の日時及び場所
{ 日時 平成25年10月21日14時
| 場所 東日本高速道路株式会社 本社

入札室

５ Summary

\ Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Hiroshi Hirose, President

and Chief Executive Officer of East Nippon

Expressway Company Limited

] Classifications of the products to be pro-

cured : 14

^ Nature and quantity of the products to be

purchased : set of Servers, etc

_ Leasing term : From 1 January 2014, th-

rough 31 December 2017

` Leasing place : As Shown in the specifi-

cations

a Qualification for participating in the ten-

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the open tender are those

who shall :

{ not come under Article 6 of the East

Nippon Expressway Company LimitedÐs

regulation concerning the contract pro-

cedures

| after 2008 fiscal year have experience

in business of supplying FireEye-supplied

「FireEye WEB MPS」
} have proven to have a quick on-site

maintenance service for the products.

Úa quick on-site maintenanceÙ requires

a on-site maintenance within 4 hours af-

ter a notice of the problem.

The notice must be accepted from 9 : 00

to 17 : 25 of days except Saturdays, Sun-

days, holidays given by ÚAct on National

HolidaysÙ, and days from December 29 to

January 3

b Deadline for tender : 2 : 00 P.M. 7 October

2013

c Contact point for the notice : Moriyuki

Mitsuzuka, Deputy Manager of Procurem-

ent & Contract Section, Accounting & Fi-

nance Department, General Affairs & Ac-

counting Division, East Nippon Express-

way Company 3`3`2 Kasumigaseki,

Chiyoda-ku, Tokyo 100`8979 Japan. Tel.

03`3506`0212

入札公告の訂正

平成 25年９月 20日
国立大学法人東北大学理事 佃 良彦

◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 04

〇第 65号
１ 掲載日 平成25年８月21日(号外政府調達第
157号)

入札公告の取消

次のとおり取り消します。
平成 25年９月 20日
分任支出負担行為担当官
防衛省装備施設本部副本部長
（通信誘導担当） 原 敬雄

◎調達機関番号 010 ◎所在地番号 13

〇第 85号
１ 平成25年６月21日 第29号 16ページ３段目
11行目「PY 発動発電機(Ｎ`ＰＵ`87Ｄ）２
ＳＥ」、同18行目「P̂ 無停電電源装置(Ｎ`Ｐ
Ｐ`727`50Ｔ)４ＳＥ」の入札をそれぞれ取り
消しました。

c 本工事は資料提出、入札等を電子入札シス
テムで行う対象工事である。ただし、電子入
札システムによりがたいものは、発注者の承
諾を得て紙入札方式に代えるものとする。ま
た、紙入札の承諾に関しては関東地方整備局
総務部契約課に承諾願を提出するものとす
る。

d 本工事は建設工事に係る資材の再資源化等
に関する法律（平成12年法律第104号）に基
づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物の
再資源化等の実施が義務付けられた工事であ
る。

e 本工事は、競争参加資格確認資料の作成に
あたり設計業務成果を閲覧に供する試行工事
である。なお、閲覧の対象者は本工事の入札
参加希望者であり入札説明書を入手した者と
する。（閲覧方法等の詳細は入札説明書によ
る。）

Ĉ 本工事の完成時の工事成績評定の結果が
65点未満であった場合、当該工事成績評定通
知書の通知月から起算して１年間に行われる
関東地方整備局（港湾空港関係を除く。）の発
注する工事の入札において、総合評価落札方
式の加算点等を減ずる試行対象工事である。
ただし、事故減点は原則適用外とする。

D̂ 本工事は、調査基準価格を下回った価格を
もって契約する場合においては、入札日から
過去２年以内に70点未満の工事成績評定を通
知された関東地方整備局が発注し完成した工
事がある者に対して、現場代理人と監理技術
者の兼務を認めないこととする試行対象工事
である。なお、５cで定める監理技術者とは
別に配置する技術者とも兼務を認めない。

Ê 本工事は、調査基準価格を下回った価格を
もって契約する者に対して実施する工事完成
後の工事コスト調査において、工事コスト調
査結果の内容と、低入札調査時の重点調査の
内容が著しく乖離した場合においては、施工
体制台帳の確認やヒアリングの実施等を行
い、乖離理由を検討したうえで場合によって
は工事成績評定を減ずる試行対象工事であ
る。なお、工事コスト調査の内訳については、
工事コスト調査終了後関東地方整備局又は甲
府河川国道事務所のホームページにより公表
する。

入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 25年９月 20日

支出負担行為担当官
関東地方整備局長 深澤 淳志

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 11

〇第１号
１ 工事概要
\ 品目分類番号 41

] 工事名 中部横断楮根第３トンネル工事
（電子入札対象案件）

^ 工事場所 山梨県南巨摩郡南部町楮根地先
_ 工事内容 工事延長Ｌ＝約166ｍ
・トンネル（ＮＡＴＭ）内空面積約76fl 掘
削・支保工（機械掘削）Ｌ＝約160ｍ 覆
工コンクリート・防水工 Ｌ＝約165ｍ
インバート工 Ｌ＝約165ｍ 坑内付帯工
一式 坑門工 ２箇所 掘削補助工 １
式 仮設工 １式

` 工期 契約締結の翌日から平成26年11月28

日まで。
a 使用する主要な資機材 コンクリート 約
1¶520‚、鉄筋 約100ｔ

b 本工事は、入札時に技術提案［ＶＥ提案］
を受け付けるとともに、「工事全般の施工計
画」を求め、価格と価格以外の要素を総合的
に評価して落札者を決定する入札時ＶＥ方式
［総合評価落札方式（技術提案評価Ｓ型）］の
試行工事である。また、品質確保のための体
制その他の施工体制の確保状況を確認し、施
工内容を確実に実現できるかどうかについて
審査し、評価を行う施工体制確認型総合評価
落札方式の試行工事である。また、本工事は、
契約締結後に施工方法等の提案を受け付ける
契約後ＶＥ方式の試行工事である。

４ その他
\ 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

] 入札保証金及び契約保証金 免除
^ 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に本公
告に示した調達を履行できることを証明する
書類を添付して入札に必要な書類の受領期限
までに提出しなければならない。入札者は、
開札日の前日までの間において、契約責任者
から当該書類に関し説明を求められた場合
は、それに応じなければならない。

_ 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
を有しない者がした入札及び入札に関する条
件に違反した入札は無効とする。

` 契約書作成の要否 要
a 落札者の決定方法 本公告に示した調達に
係る入札書を提出した者であって、契約制限
価格の範囲内で最低価格（総価）をもって有
効な入札を行った入札者を落札者とする。

b 手続きにおける交渉の有無 無
c 入札に関する一般的な質問については
『よくあるご質問（http://www.e-nexco.co.

jp/faq/bids/）』を参照のこと。
d その他 詳細は、入札説明書による。

２ 訂正内容 40ページ掲載の国立大学法人東北
大学に係る「入札公告」第65号中、２_の次に
「` Ｌ 薬事法に基づいて医療機器の販売業
の許可を得ていることを証明した者であるこ
と。」を、５aＤの次に「Ｅ Ｌ prove to

have obtained license for selling a medical in-

strument in accordance with the Pharmaceut-

ical Affairs Law,」をそれぞれ追加します。�
œ
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